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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期
第２四半期
連結累計期間

第81期
第２四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 53,006 56,053 107,294

経常利益 （百万円） 3,001 2,343 5,655

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 1,845 2,565 2,258

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,990 1,204 9,261

純資産額 （百万円） 100,765 104,840 104,955

総資産額 （百万円） 137,738 142,056 141,252

１株当たり四半期（当期）純利益金

額
（円） 25.84 36.82 31.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.1 72.8 73.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,118 1,631 7,787

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,425 △2,120 △1,611

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △861 △1,532 △5,253

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 17,770 18,378 20,897

 

回次
第80期
第２四半期
連結会計期間

第81期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.02 24.10

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としています。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年９月30日）のわが国経済は、個人消費の持ち直しや企

業収益の改善などにより緩やかな回復が続きました。海外においては、米国経済は、個人消費の増加や雇用の改善

状況が持続したことなどにより概ね堅調に推移し、欧州経済は、緩やかながらも回復基調が続きました。一方、新

興国では、ロシア経済の低迷など不透明感が残り、中国経済も成長の鈍化傾向が続き景気の減速感が強まりまし

た。

当社グループが関連する市場においては、電装化の進展により自動車関連機器向け需要が堅調に推移し、産業機

器向けの需要も緩やかな伸びを示したほか、エネルギー、環境関連分野への関心の高まりを受け、環境関連市場が

拡大しました。

このような環境において当社は、重点事業戦略に沿って、デジタル＆パワーエレクトロニクス分野に注力し、高

い成長が期待できる自動車・インバータ向けを中心にコンデンサ事業を伸長させるとともに、NECST(Nichicon

Energy Control System Technology)事業を当社経営の新たな柱にすべく拡大に取り組みました。これにより、

NECST事業の主力製品である家庭用蓄電システム「ホーム・パワー・ステーション」の売上が伸長しました。

また、当社グループは、経営方針として、「トップノッチ経営」を掲げ、品質・コスト・納期・サービス・技術

など、あらゆる面で最上級を目指し、顧客より高い信頼を得られるよう引き続き事業活動への展開を推進しまし

た。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は56,053百万円と前年同期比5.7％の増収となりました。ま

た、利益につきましては、営業利益は2,303百万円と前年同期比22.2％の増益、経常利益は2,343百万円と前年同期

比21.9％の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,565百万円と前年同期比39.0％の増益となりました。

製品区分別売上高につきましては、電子機器用は、自動車関連機器向けや産業機器向けなどの需要が堅調に推移

したことなどにより37,230百万円と前年同期比3.4％の増収となりました。

電力・機器用及び応用機器は、主として自動車および鉄道向けの機器用フィルムコンデンサの売上が減少したこ

となどにより4,348百万円と前年同期比12.9％の減収となりました。

回路製品は、各種電源および家庭用蓄電システムなどの需要が堅調に推移したことなどにより14,049百万円と前

年同期比19.5％の増収となりました。

海外売上高につきましては、アジア市場においてインバータ機器向けの需要が堅調に推移したこと、欧州市場に

おいても自動車関連機器向けの売上が増加したことなどにより前年同期比7.2％の増収となりました。また、国内市

場については、自動車関連機器向けの売上が堅調に推移したことなどにより前年同期比3.6％の増収となりました。

これらの結果、連結売上高に占める海外売上高の割合は、前年同期比0.9ポイント上昇し61.2％となりました。

設備投資につきましては、新規事業の成長を見据えた技術・開発投資および当社のコア事業の強化のための戦略

的投資を中心に、1,123百万円を実施しました。
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所在地別業績は、次のとおりです。

①日　本

国内においては、自動車関連機器向けや産業機器向け各種コンデンサの売上が堅調に推移したことなどにより、

売上高は22,478百万円と前年同期比3.3％の増収となりました。営業利益は、差別化商品・高付加価値商品の拡

販、生産性向上によるコストダウンなどの収益性向上対策を推進したことなどにより830百万円と前年同期比

17.2％の増益となりました。

②米　国

米国地域においては、自動車および情報通信向け需要が前年同期に比べ増加したことなどにより、売上高は

3,904百万円と前年同期比19.4％の増収となりました。営業利益は、販売コスト増加などにより５百万円と前年同

期比93.3％の減益となりました。

③アジア

アジア地域においては、インバータ機器向け受注が堅調に推移したことなどにより、売上高は25,514百万円と前

年同期比6.2％の増収となりました。営業利益は、売上高の増収効果に加え、コスト削減を継続的に推進したこと

などにより1,484百万円と前年同期比77.8％の増益となりました。

④欧州他

欧州その他の地域においては、自動車向け受注が堅調に推移したことにより、売上高は4,155百万円と前年同期

比4.8％の増収となりました。営業利益は、販売コスト増加などにより54百万円と前年同期比77.4％の減益となり

ました。

・所在地別業績

　前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日）

 
日本

（百万円）

米国

（百万円）

アジア

（百万円）

欧州他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売

上高
21,750 3,269 24,023 3,963 53,006 － 53,006

(2)所在地間の内部売上

高又は振替高
10,280 － 2,993 － 13,273 △13,273 －

計 32,030 3,269 27,016 3,963 66,279 △13,273 53,006

　 営業利益 708 81 834 242 1,867 16 1,884

 

　当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年９月30日）

 
日本

（百万円）

米国

（百万円）

アジア

（百万円）

欧州他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売

上高
22,478 3,904 25,514 4,155 56,053 － 56,053

(2)所在地間の内部売上

高又は振替高
13,166 2 4,366 － 17,535 △17,535 －

計 35,645 3,907 29,880 4,155 73,588 △17,535 56,053

　 営業利益 830 5 1,484 54 2,375 △71 2,303
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・海外売上高

　前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日）

 米州 アジア 欧州他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,272 24,741 3,966 31,980

Ⅱ　連結売上高（百万円）    53,006

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
6.1 46.7 7.5 60.3

 

　当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年９月30日）

 米州 アジア 欧州他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,908 26,212 4,158 34,278

Ⅱ　連結売上高（百万円）    56,053

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
7.0 46.8 7.4 61.2

 

・販売実績

製品区分

前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

増　減

金　額
（百万円）

構成比
（％）

金　額
（百万円）

構成比
（％）

金　額
（百万円）

増減比
（％）

電子機器用 35,994 67.9 37,230 66.4 1,235 3.4

電力・機器用及び応用機器 4,991 9.4 4,348 7.7 △642 △12.9

回路製品 11,757 22.2 14,049 25.1 2,292 19.5

その他 263 0.5 424 0.8 161 61.3

合　　計 53,006 100.0 56,053 100.0 3,046 5.7

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ2,518百万円減少し18,378百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られた資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ486百万円減少し1,631百万円の収入となり

ました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が2,923百万円となったことに加え、減価償却費が2,107百万円発

生した一方で、売上債権の増加額が2,295百万円となったこと、たな卸資産の増加額が1,748百万円となったことな

どによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ305百万円支出が減少し2,120百万円の支出となり

ました。これは主に、有価証券・投資有価証券の取得による支出が5,793百万円となりましたが、有価証券の売却

及び償還による収入が7,132百万円となったことなどによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ670百万円支出が増加し1,532百万円の支出となり

ました。これは主に、配当金の支払額が631百万円となったことに加え、自己株式の取得による支出が562百万円と

なったことなどによるものです。
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（3）事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条３号に掲げる事項）は次のとおりです。

株式会社の支配に関する基本方針について

当社は、「より良い地球環境の実現に努め、価値ある製品を創造し、明るい未来社会づくりに貢献していくこ

と」を経営理念に掲げています。また、倫理的・社会的責任を果たすとともに、株主の皆様をはじめとする全ての

人々を大切にし、企業価値の最大化を目指して、「誠心誠意」をもって「考働」しています。

この経営理念に基づき、会社の支配に関する基本方針として、当社に対し買収提案が行われた場合は、これを受

け入れるか否かの最終的な判断は、その時点における当社株主の皆様に委ねられるべきであり、またその場合に株

主の皆様が、十分な情報と相当な検討期間に基づき、公正で透明性の高い株主意思の確認手続きを通じた判断（イ

ンフォームド・ジャッジメント）を行えるようにすることが、企業価値および株主共同の利益の確保と向上のため

必要であると考えています。

※考働：考えて働くという当社の造語。

（4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は1,699百万円です。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 137,000,000

計 137,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 78,000,000 78,000,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 78,000,000 78,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 78,000,000 － 14,286 － 17,065
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（６）【大株主の状況】

  （平成27年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社京都銀行
京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町

700番地
3,568 4.6

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 2,690 3.4

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６

日本生命証券管理部内
2,670 3.4

ニチコン取引先持株会
京都市中京区烏丸通御池上る

ニチコン株式会社内
2,599 3.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,546 3.3

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 2,200 2.8

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 2,000 2.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,976 2.5

平井信子 京都市中京区 1,915 2.5

ニチコン従業員持株会
京都市中京区烏丸通御池上る

ニチコン株式会社内
1,381 1.8

計  23,547 30.2

（注）１．株式会社みずほ銀行およびその関係会社から、平成26年５月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告

書において、平成26年５月15日現在で4,714千株保有している旨、および株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループから、平成24年10月１日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、平成24年９月

24日現在で4,126千株保有している旨が記載されているものの、いずれも当社として、実質所有株式数の確認

ができないため、平成27年９月末日現在の株主名簿に基づき記載しています。

２．上表の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は

1,428千株です。それらの内訳は、年金信託組入分446千株、投資信託組入分981千株となっています。日本マ

スタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,368千株です。

それらの内訳は、年金信託組入分768千株、投資信託組入分600千株となっています。

３．上記には含まれていませんが、当社は自己株式8,359千株を所有しています。

EDINET提出書類

ニチコン株式会社(E01904)

四半期報告書

 8/21



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成27年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,359,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 69,580,200 695,802 －

単元未満株式 普通株式 60,100 － －

発行済株式総数 78,000,000 － －

総株主の議決権 － 695,802 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式です。

②【自己株式等】

（平成27年９月30日現在）
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

ニチコン株式会社

京都市中京区烏丸

通御池上る二条殿

町551番地

8,359,700 － 8,359,700 10.7

計 － 8,359,700 － 8,359,700 10.7

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役職の異動は、次のとおりです。

 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
上席執行役員常務

経理本部長 兼 ＩＲ室長
取締役

執行役員常務

経理本部長 兼 ＩＲ室長
近野　　斉 平成27年７月１日

取締役
執行役員常務　企画本部長

兼 企画本部 経営企画部長
取締役

執行役員　企画本部長

兼 企画本部 経営企画部長
矢野　明弘 平成27年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,897 18,378

受取手形及び売掛金 31,441 33,393

有価証券 6,404 7,146

商品及び製品 7,004 8,078

仕掛品 5,127 5,995

原材料及び貯蔵品 5,603 6,331

その他 3,293 4,973

貸倒引当金 △104 △68

流動資産合計 79,667 84,230

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 13,152 12,895

機械装置及び運搬具（純額） 6,701 5,962

その他（純額） 6,347 6,501

有形固定資産合計 26,201 25,359

無形固定資産 571 813

投資その他の資産   

投資有価証券 32,870 29,345

その他 2,313 2,618

貸倒引当金 △373 △311

投資その他の資産合計 34,811 31,652

固定資産合計 61,584 57,825

資産合計 141,252 142,056
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,509 17,225

短期借入金 1,800 1,800

未払法人税等 700 573

賞与引当金 936 1,061

その他の引当金 26 -

その他 7,417 8,501

流動負債合計 27,389 29,162

固定負債   

その他の引当金 661 901

退職給付に係る負債 2,846 2,782

その他 5,398 4,368

固定負債合計 8,906 8,052

負債合計 36,296 37,215

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,286 14,286

資本剰余金 17,069 17,068

利益剰余金 69,265 71,199

自己株式 △9,557 △10,120

株主資本合計 91,063 92,435

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,499 6,504

為替換算調整勘定 4,735 4,422

その他の包括利益累計額合計 12,234 10,926

非支配株主持分 1,657 1,478

純資産合計 104,955 104,840

負債純資産合計 141,252 142,056
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 53,006 56,053

売上原価 44,888 46,471

売上総利益 8,117 9,581

販売費及び一般管理費 ※ 6,232 ※ 7,277

営業利益 1,884 2,303

営業外収益   

受取利息 71 102

受取配当金 421 293

持分法による投資利益 8 －

為替差益 588 199

その他 95 154

営業外収益合計 1,185 749

営業外費用   

支払利息 31 20

持分法による投資損失 － 47

環境対策費用 － 550

その他 37 91

営業外費用合計 68 709

経常利益 3,001 2,343

特別利益   

投資有価証券売却益 91 －

固定資産売却益 5 588

特別利益合計 96 588

特別損失   

固定資産処分損 47 8

特別退職金 466 －

特別損失合計 514 8

税金等調整前四半期純利益 2,583 2,923

法人税、住民税及び事業税 600 334

法人税等調整額 46 △9

法人税等合計 647 325

四半期純利益 1,936 2,597

非支配株主に帰属する四半期純利益 90 32

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,845 2,565
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 1,936 2,597

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,104 △996

為替換算調整勘定 △51 △396

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 1,053 △1,393

四半期包括利益 2,990 1,204

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,853 1,257

非支配株主に係る四半期包括利益 136 △53
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,583 2,923

減価償却費 2,122 2,107

売上債権の増減額（△は増加） △930 △2,295

たな卸資産の増減額（△は増加） △318 △1,748

仕入債務の増減額（△は減少） △294 1,175

その他 △617 △398

小計 2,544 1,763

法人税等の支払額 △887 △507

その他 461 375

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,118 1,631

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △3,986 △5,178

有価証券の売却及び償還による収入 8,324 7,132

有形固定資産の取得による支出 △1,136 △981

投資有価証券の取得による支出 △5,700 △614

事業譲受による支出 － △2,381

その他 73 △95

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,425 △2,120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △571 △631

自己株式の取得による支出 △0 △562

その他 △290 △339

財務活動によるキャッシュ・フロー △861 △1,532

現金及び現金同等物に係る換算差額 121 △496

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,048 △2,518

現金及び現金同等物の期首残高 18,818 20,897

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 17,770 ※ 18,378
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第２四半期連結会計期間において、譲り受けた事業の開始に伴い株式会社ユタカ電機製作所を連結の範囲に含

めています。

 

（会計方針の変更）

・企業結合に関する会計基準等の適用

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しています。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しています。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計

期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っています。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しています。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)および

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しています。

　これによる損益およびキャッシュ・フローに与える影響は軽微です。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

　該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

・公正取引委員会等による調査について

　当社は、平成26年６月24日、コンデンサの取引に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会

の立ち入り検査を受けました。また、当社グループは、コンデンサに関して、米国、欧州等の当局による調査を

受けています。当社としましては、公正取引委員会および各国の当局による調査に全面的に協力しております。

　また、当社は、平成27年11月６日、欧州委員会から、欧州におけるアルミ電解コンデンサおよびタンタル電解

コンデンサの販売に関する欧州競争法違反嫌疑についてのStatement of Objections（異議告知書）を受領しま

した。

　なお、これらは現在も継続中であり、その結果として当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の内、主要なものは次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

１．運送費 1,150百万円 1,265百万円

２．広告宣伝費 115 95

３．給料手当及び賞与 1,841 2,046

４．退職給付費用 59 81

５．賞与引当金繰入額 223 235

６．製品保証引当金繰入額 192 240

７．減価償却費 99 117

８．研究開発費 486 456

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金 17,770百万円 18,378百万円

現金及び現金同等物 17,770 18,378

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 571 8.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月５日

取締役会
普通株式 642 9.0 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 631 9.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月５日

取締役会
普通株式 696 10.0 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日　至 平成27年９月30日）

当社グループは、「コンデンサおよびその関連製品」の製造ならびに販売を主な事業としており、各拠点に

製品の販売もしくは製造、またはその両方の機能を置き、本社はグループ全体の戦略を立案し、事業活動を展

開しています。当社グループは、各拠点別を基礎とした事業セグメントから構成されており、経営意思決定お

よび業績評価を行っていますが、当該事業セグメントの経済的特徴、製品およびサービスの内容、製品の製造

方法または製造過程やサービスの提供方法などの要素が概ね類似していることから、「コンデンサおよびその

関連製品」の単一の報告セグメントとしており、記載を省略しています。

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

前連結会計年度末から著しい変動が認められないため、記載を省略しています。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

前連結会計年度末から著しい変動が認められないため、記載を省略しています。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

前連結会計年度末から著しい変動が認められないため、記載を省略しています。

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自 平成27年７月１日　至 平成27年９月30日）

重要性が乏しいため、記載を省略しています。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25円84銭 36円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,845 2,565

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,845 2,565

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,423 69,680

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成27年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………696百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月４日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月９日
 

　ニ　チ　コ　ン　株　式　会　社  

　　取　締　役　会　　　御　中  

 

有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　雅芳　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊東　昌一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチコン株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチコン株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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